
「観点別学習状況の評価」と「教育課程づくり」

－公教育としての教育課程づくりと人間発達の共同体－

2022年度長野県教文会議総合研究会

２０２２年７月２３日（土）１３時～

Zoomにて

武 者 一 弘（中部大学）



はじめに

Ⅰ．教基法改正後の教育改革の流れと基本枠組

Ⅱ．新学習指導要領と学習評価の改革

Ⅲ． 「次世代の学校・地域プラン」後の教育改革

おわりに・・・発達保障と人間の尊厳
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①学習評価の意味

学習によらないものは評価してはいけない。

人間性は評価できない。これを評価しようとすれば、そ

の者の人間性が危うくなる。

②学習評価の多様性

診断的評価、形成的評価、総括的評価

自己評価、他者評価

③地域に開かれた教育課程とカリキュラム・マネジメント

両者の異同（のポイントとなる考え方）

④教育課程及び評価の第一義的つくり手（専門職）

ICT化、外注化・購入への動きの中で考えたい

はじめに 本報告での結論
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教育不信への対応を改革の口実とし、改革推進の
テコともした

①契約・・・消費者・顧客満足度の向上

例えば、顧客による学校選択制、成果報酬、満足度評価、競

争による教育内容・方法の質向上

②管理・・・主権者・質保証による安心の調達
例えば、行政による学校階層化、人事管理厳格化、制度化
養成・研修の要件強化、学習指導要領による教育内容管理

Ⅰ．教育改革の流れと基本枠組

Ⅰ－１ ．1990年代末以降続く、公教育への
「不信」の解消
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Ⅰ－２ ．文科省の『管理』に基づく、主要教育
法の改正（2006、2007年）

◎教育基本法の改正 （06年12月）

○学校教育法等の改正 （07年6月）

○地方教育行政の組織及び運営に関する

法律の改正 （07年6月）

○教育職員免許法（教育公務員特例法と

あせて）の改正 （07年6月）
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○学校教育法等の改正（07年6月）

・副校長、主幹教諭、指導教諭、事務長の配置

・学校評価の実施

文科相の定めるところにより、学校ごとに教育活動そ

の他の学校運営の状況について、自己評価を行う。

管理型
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管理型
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○教育職員免許法（教育公務員特例法とあせて）
の改正（07年6月）

・免許の有効期限10年間（09年４月から）

文科省全国ネットの教員免許管理システム構築。

・免許の更新期限前二年間30単位（≠時間）以上

※ 2022年5月の法改正により、2022年7月より教員免

許更新制廃止。2023年4月より新研修制度を導入。

・任命権者による「指導が不適切な教員」の認定と研修の
実施

指導力改善研修中、更新講習を受講できない。

・分限免職者の免許状の無効

管理型
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○地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正
（07年6月）

・文部科学省の地方教育行政への関与の拡大
文科相による教委への是正・改善の指示権の付与と教
委への地方自治法上の是正要求権の明記

・県教委の私立学校と市町村教委への関与の拡大
知事の私立学校に関する事務についての教委の助言・
援助

・管理執行機関としての教委の充実と組織体制の強化
活動状況の点検・評価

指導主事の配置の努力義務（市町村教委）

共同設置などの連携（市町村教委）

・首長部局の教育行政に関する権限の拡大
文化・スポーツに関する事務の首長部局への移管可

管理型
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◇地方教育行政の組織及び運営に関する法律の改正（14年6月）

【趣旨】 教育の政治的中立性、継続性・安定性を確保しつつ、地方教育行政における責任の明確化、迅速な危機管

理体制の構築、首長との連携の強化を図るとともに、地方に対する国の関与の見直しを図るため、地方教育行

政制度の改革を行う。

【概要】

１．教育行政の責任の明確化

● 教育委員長と教育長を一本化した新たな責任者（新教育長）を置く。（13条関係）

○ 教育長は、首長が議会同意を得て、直接任命・罷免を行う。（4条、7条関係）

● 教育長は、教育委員会の会務を総理し、教育委員会を代表する。（13条関係）

● 教育長の任期は、３年とする（委員は４年）。（5条関係）

○ 教育委員から教育長に対し教育委員会会議の招集を求めることができる。（14条関係）また、教育長は、委任された
事務の執行状況を教育委員会に報告する。（25条関係）

２．総合教育会議の設置、大綱の策定

● 首長は、総合教育会議を設ける。会議は、首長が招集し、首長、教育委員会により構成される。（1条の4関係）

○ 首長は、総合教育会議において、教育委員会と協議し、教育基本法第17条に規定する基本的な方針を参酌して、
教育の振興に関する施策の大綱を策定する。（1条の3関係）

○ 会議では、大綱の策定、教育条件の整備等重点的に講ずべき施策、緊急の場合に講ずべき措置について協議・調
整を行う。調整された事項については、構成員は調整の結果を尊重しなければならない。（1条の4関係）

３．国の地方公共団体への関与の見直し

● いじめによる自殺の防止等、児童生徒等の生命又は身体への被害の拡大又は発生を防止する緊急の必要がある
場合に、文部科学大臣が教育委員会に対して指示ができることを明確化するため、第50条（是正の指示）を見直す。
（50条関係）

４．その他

○ 総合教育会議及び教育委員会の会議の議事録を作成し、公表するよう、努めなければならない。（1条の4⑦、14条
⑨関係）

○ 現在の教育長は、委員としての任期満了まで従前の例により在職する。（附則2条関係）

※ 政治的中立性、継続性・安定性を確保するため、教育委員会を引き続き執行機関とし、職務権限は従来どおりとする。
施行期日平成27年4月1日

管理型



文科省作成の説明資料 2015年4月より
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○「チームとしての学校の在り方と今後の改善方策につ
いて（答申）」（2015年12月21日）

○「新しい時代の教育や地方創生の実現に向けた学校と
地域の連携・協働の在り方と今後の推進方策について
（答申）」（2015年12月21日）

○「これからの学校教育を担う教員の資質能力の向上に
ついて （答申）」（2015年12月21日）

○「『次世代の学校・地域』創生プラン～学校と地域

の一体改革による地域創生～」 （2016年1月25日）

Ⅰ－３ ．文科省による質保証改革の到達点としての
中教審３答申と「次世代の学校・地域」創生プラン

・・・ 文科省型質保証改革の限界
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〈学校・教員制度改革の基本的な考え方〉

2015年時点では、未だ相対的に優位にある

管理型だけでなく、強力に盛り返してきた

契約型にも通底する考え方

学校の教育力への期待

父母や地域との共同 ＜ 教職員

（一部の専門職）

生活・文化を切り拓く ＜ 授業（教科知）

内閣府・経産省
を中心に

文科省がフリーハンドでないながらもプランニングできたという点で
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質保証改革は、教育の当事者から疎外。

成長発達を自分（たち）のものではなくす。

教師の専門性と人間性を失わせるもの

家庭・地域の子育て文化と人間性を奪うもの

子どもの学び育ちを歪め人間性を損なうもの

しかし、親・住民を教育の営みの輪から外せ
ない。政策側の考える、人間性は育てたい。

矛盾の縫合が必須

親、住民、さらに教師らを

生活、生存の営み
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直接関係を無視し契約や管理関係で応ずると矛盾は

学校の場で、子どもをめぐって表出する

例えば：貧困や格差、差別、虐待（お金、言葉、
文化、情報、愛情、コミュニケーション）

・・・教育における機会均等、発達の可能態
憲法２６条

矛盾を埋めるための方向

⇒学校の組織化

⇒教育の「協働」（巻込み）
（共に汗を流す）

政策側も認識している。
マネジメントと新しい公
共（共助）による処方箋教

師
の
意
識
改
革

中教審3答申（１５年）
「次世代の学校・地
域」創生プラン（１６年）

の空虚化

運命共同体と自己責任に落とし込む
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2020年
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◇教育公務員特例法等の改正（16年11月）

●
●

管理型
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財務省・財政制度等審議会財政制度分科会 配布資料（2015年10月26日）財務省の応答

Ⅰ－４ ．改革の原資の獲得に苦しむ文科省



総務省過疎問題懇談会（2017年10月2日）文部科学省説明資料



公共施設の削減と「民営化」「民業利活用」・・・首長主導の学校統廃合

◇延床面積の大胆な削減

・一校あたりの延床面積の大きさ（教室・体育館・図書館・理科室・家庭科室・技術室・図画工作室・視聴

覚室（ICT/コンピュータ室）・関連準備室・保健室・昇降口ほか）

◇首長発信の一元的マネジメント

・「全庁的なマネジメント体制」の確立（総務省） → 首長（部局）主導

・「個別利害の代弁」を許さず、地域経営の観点から「全体最適を目指す」

→ 教委の当事者性の排除

◇全ての公共施設の民営化

内閣府「公共施設等改革による経済・財政効果について－学校等の公共施設の集約・複合化による財政効果試算、

公共サービスの『ソフト化』－」2017年8月

さらなるコスト削減効果 → 起業効果・事業所誘致効果

※ 例えば、元小学校が、株式会社立学校、私立学校（広域通信制高校、イエナプラン小学校等）、スター

トアップ・ベンチャー事業所（シードル工場、干し柿工場、チョウザメ養殖場等）、ふるさと体験施設など。

文科省の要望や懸念は、財務省にも総務省にも、
ほとんど一顧だにされない。

総務省との共闘→ 厚労省、経産省、内閣府への接近
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手掛かり

手掛かり
手掛かり

手掛かり



23

社会に開かれた教育課程

財務省や
総務省
さらに
内閣府や
経産省
その他の
政策への
対抗か？

or従属か？

◇「次世代の学校・地域」創生プランの
具現化としての学習指導要領の改訂
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Ⅱ．新学習指導要領と学習評価の改革

Ⅱ－１ ．高等学校学習指導要領（2018年改訂）
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社会に開かれた教育課程 ≠ カリキュラム・マネジメント

校
内
に
閉
じ
て
い
る
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社会に開かれた教育課程 ≠  カリキュラム・マネジメント
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Ⅱ．新学習指導要領と学習評価の改革
Ⅱ－２ ．新学習指導要領の示す学習評価

独立行政法人教職員支援機構動画教材新学習指導要領編No34（校内研修シリーズ）
「新学習指導要領に対応した学習評価（高等学校編）」（掲載日：令和2年3月13日）
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P-D-C-Aサイクルは、自転構造（の発想）。
誰でもいつでもどこでも、回すことができる。
サイクル内部にある者は、サイクル全体
の吟味はしない・予定されていない。
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果たして、人間性を目
標とし評価できるのか。
それでも評価しようとす
れば、その時の教師は
何者か

果たして、「感性、思い
やり」などと「主体的に
取り組む態度」は区別
できるのか。この区分
は合理的なのか。

子ども個々人が内省的に、どうであるとか、どうありたいとかと「評価」するもの。
観点別評価とは「異質」であり、「評価の基本構造」には位置づかない。
そもそも「感性、思いやり」は、個人内であっても、「カリキュラム・マネジメント」によ
り「評価」対象としてあげるべきものなのか。（全人格管理に通じないか）
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①が高く評価されても、
②が相当程度に評価さ
れないと（C）止まり

①はそこそこの評価でも、
②が相当程度に評価され
るならなら（B）に

子どもの努力よりも、メタ認知を重視
「新」能力主義
学びの当事者からの遊離化・離脱化
「新たな」主体的な学びの弊害
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〇今次学習指導要領改訂の特徴
１） 学習評価改革と一体改革

・学習評価は、成績付けや判定が目的ではなく、
教員の指導改善や生徒自身の学習改善、さら
にはカリキュラム・マネジメントや学校改善につ
なげていくべきもの。
（石井英真「高校で行う観点別評価では、豊かなペーパーテスト
と豊かなタスク（課題）によって“使える”レベルの学力を育成・
評価」（Kawaijuku Guideline 2019.4･5）

Ⅱ．新学習指導要領と学習評価の改革

Ⅱ－３．学習評価と指導及び教育課程の一体改革

学校内の改善に閉ざされている
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〇今次学習指導要領改訂の特徴

２） 高校への観点別評価の本格的導入

・観点別評価が、現行の４つの観点（「知識・理解」、「技

能・表現」、「思考・判断」、「関心・意欲・態度」）が、新学

習指導要領で育成をめざす資質・能力の３つの柱に対

応して、３つの観点（「知識・技能」、「思考・判断・表現」

、「主体的に学習に取り組む態度」）に整理されたこと

・「主体的に学習に取り組む態度」の評価は、「自ら学習

を調整しようとする態度」の側面と「粘り強く学習に取り

組む態度」の側面の２つから評価する

・「自己調整」とは、メタ認知的な力

（石井論文）
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〇観点別評価における「指導の評価化」の問題

・従来の小・中学校の観点別評価は、毎時間全ての観点

を看取るものになっている。授業は評価のためのデータ

取りや学習状況の点検（「指導の評価化」）の場に

・授業と評価を合わせる（さらに評価に授業を合わせる）

ことが観点別評価を行う上で重要 （石井論文）

新学習指導要領でも起こる危険性あり
・・・ 客観データ主義

評価 → 試験・課題・作品 → 授業
子どもの発達保障と教師の専門職性が正しく位
置づかないと、煩雑なルーチン業務のオートマチッ
ク化（ICTの介入）の危険あり
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〇三つの学習評価（B.S.ブルーム。米国心理学者）

診断的評価・・・指導開始時点でもつ学力を判断する

形成的評価・・・指導を改善し子どもを伸ばす

総括的評価・・・最終的な学習到達度を把握する。

・総括的評価・・・評定や観点別評価

子ども一人ひとりについて、確かな根拠を基づく客観的な評価

が必要。思考力の可視化に資する豊かなテストやタスク。

・形成的評価

指導改善につながる程度の厳密さ。ポイントになる子どもの机

間指導時のチェックや、子どもとのやり取りや子どものつぶやき

等を通した、子どもたちの理解状況や食いつき具合などの把握
（石井論文）

こうした評価観は、果たして行政や関係者に共有されているのか

三つの学習評価は、
大前提として、
指導者による、
自前の評価である
ことを要す
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〇「育成をめざす資質・能力の３つの柱」と「学力

の３層構造」と観点別評価の関係

・学力の質についての三層構造

「知識の獲得と定着（知っている・できる）」

「知識の意味理解と洗練（わかる）」

「知識の有意味な使用と創造（使える）」

・資質・能力の３つの柱〈図表１〉に対応した３つの観点を

学力の質的レベルを踏まえ理解する〈図表２〉〈図表３〉

・資質能力の３つの柱に込められたメッセージ

「知識・技能」・・・要素的知識ではなく、概念を大事にする

「思考力・判断力・表現力」・・・理解を踏まえて問題解決に活かす

「学びに向かう力・人間性等」・・・学校の学習をよりよく生きていく
（石井論文）
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Ⅲ．「次世代の学校・地域創生プラン」後の教育改革

Ⅲ－１．文科省「地域創生プラン」の限界

◇2015年前後に教育（課程）改革の原理とビジョンの転換

・次世代の学校・地域創生プラン（2016年1月）と新学習指

導要領（2017、18年）との間のズレ

・・・経産省等の教育改革での「復権」

こうした歴史的な経緯を勘案すると、今回の改定において「教育

課程」の「再定位」とも言うべき提起がなされていることは、教育内

容行政に何らかの転換がもたされようとしていることを看過しては

ならない。

（植田健男「今次学習指導要領改訂と『教育課程』の経営をめぐる論点」

『日本教育経営学会紀要』第62号、2021年、97頁）
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遅くとも2017年学習指導
要領改訂時には、
経産省は教育改革への
関与・主導の手応えあり
（つまりは、学習指導要領の
作成時から大きな影響力）
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自らの学習を調整しようとする
（学習指導要領に通ずる）

浅野報告資料
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自らの学習を調整しようとする

浅野報告資料

国策として、当時の文部省が推進

国策としての人材（人財）養成の主導権
を文科省は失う。学校さえも管理できない。
評価のアプローチから人材養成に接近
し、「教育課程」管理せざるを得ない。



49

◇行政と民間を総動員し､超スマート社会Society5.0の実現

・Society5.0の初出

内閣府総合科学技術・イノベーション会議第５期科学技術基本計

画」（2016-21年度）

※ 経済財政諮問会議「経済・財政再生計画改革工程表」（2015年12

月24日）に基づき策定。

・ＩＣＴ（情報通信技術）を最大限に活用し、サイバー空間とフィジカル

空間を融合させた超スマート社会（Society5.0）構想

日本経済再生会議（首相官邸）の下に未来投資会議（2016年9

月9日）を設置

→ ＩＯＴ（モノのインターネット）、ビッグデータなどの第４次産業革命関連分野

への集中投資、 ＡＩ時代に対応できる人材の育成

→ 生産性革命への貢献＝学びの革新競争:文科省､経産省､厚労省､総務省

プログラミング教育､情報活用力教育､ＩＣＴ環境の整備、新たなテクノロジ

ーの活用
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教育再生実行会議第１１次提言「技術の進展に応じた教育
の革新、新時代に対応した高等学校改革について」（2019

年5月17日）

Ⅰ部：《総論》技術の進展に応じた教育の革新

〇ＡＩやロボティクスなど急速に進む技術革新に対応した教
育

・文系理系の分断の見直しと新技術が普及し

ていく社会の創造

→ 基盤的学力（基礎的読解力・数学的思考力

など）
情報活用能力の育成
ＳＴＥＡＭ教育（Science, Technology, 

Engineering, Art, Mathematics）の導入
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Ⅱ部：《高校に焦点化した各論》
新時代に対応した高等学校改革について

□ＳＴＥＡＭ教育

□普通科の類型化

□公正に個別最適化された学習

（スタディ・ログ＝学習履歴）
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□公正に個別最適化された学習

〇スタディ・ログ（学習履歴）から収集された教育ビッグデ

ータと認知科学の活用により、個人の認知と性向の特

性を踏まえた支援と個別最適化された学びが実現。

→ 学校の役割：実体験や他者との対話・協働、多様な

学習活動の機会の公正な提供。
（文部科学省「Society5.0に向けた人材育成に係る大臣懇談会」報告書

「Society5.0に向けた人材育成－社会が変わる、学びが変わる－」2017年6月）

個人の認知（メタ認知。自己評価）はあるが、教師による
評価（観点別評価も評定も。さらには診断的評価も形成
的評価も）は、すでに消えている。
消え去ったものは、不要として破棄されたか、自己責任
（個人の認知と性向）か、あるいはICTが回収している。
このとき、教師はどこにいるのか。どういった存在か。
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→ 公教育の役割：子どもの学びの状況を観察し、個々

人に応じた学びの実現の支援。

学校Ver.1.0・・・「勉強」の時代の学校

学校Ver.2.0・・・アクティブ・ラーニングの時代の学校

（現在の学校）

学校Ver.3.0・・・「学び」の時代の学校（Society5.0に

対応する学校）

教育プログラムの個別最適化

→ グレードとしての学年制の無味化＝能力別グレード

→ 学びの場＝教育プログラムの提供主体の拡大

｛次世代型学校-大学-ＮＰＯ-企業など｝
（文部科学省「Society5.0に向けた人材育成に係る大臣懇談会」報告書

「Society5.0に向けた人材育成－社会が変わる、学びが変わる－」2017年6月）
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「学びの生産性」
・・・学習者が得る能力の価値／学校や塾に費や
す時間の総計（経産省）

〇個々の学び手は最適化された学習の場を求めて、学校

や民間教育（塾など）を自由に選択し、移動できる。

→ 学びは、個別に与えられ選ぶもの。自らつくるもの

でも、みんなでつくるものでもない。

「一人ひとり、みんなで学ぶ。」「みんなで、一人ひ

とり学ぶ。」がない。

→ 公教育が、私教育に解消される。

消私たちが、今本当に向き合い、格闘すべきもの
公教育とは何かを問うこと。学校とは、教育課程とは何か
を足元から問うこと。学校づくり、開かれた教育課程づくり。
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補足．阿部守一知事下の長野県の教育改革

・2012年7月：長野県教委「教員の資質向上・教育制度検

討会議」が設置される。 不信

2012年9月：「長野県の教育を考える会」発足

・201３年後半：同検討会議「新教員評価」（匿名満足度評

価・給与処遇連動評価）の検討。 評価

・2016年10月：県教育委員会「高校フロントライナー学び

の改革基本構想（案）」発表。 統廃合

・2019年9月：公立高等学校入学者選抜制度（第二次案）

学校・地域創生プランの延長か？、Socieｔｙ5.0人材の養成か？
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Ⅲー２．令和の日本型学校教育

文科省は高く評価するも、経産省・内閣府
・財務省はスリム化の対象。
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評価さえもICTにとって
代わられる危険性

令和の学校の拠り所
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日本教育政策学会第29回大会課題研究佐藤学報告資料（2022年7月10日大東文化大学）

Ⅲ－３．新型コロナ下で加速する第４次産業革命



日本教育政策学会第29回大会課題研究佐藤学報告資料（2022年7月10日大東文化大学）



2021年3月



従来の教育
の全面否定



評価手法を
内閣府主導
で開発



日本教育政策学会第29回大会課題研究佐藤学報告資料（2022年7月10日大東文化大学）
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①学習評価の意味

学習によらないものは評価してはいけない。

人間性は評価できない。これを評価しようとすれば、自

らの人間性が危うくなる。

②学習評価の多様性

診断的評価、形成的評価、総括的評価

自己評価、他者評価

③地域に開かれた教育課程とカリキュラム・マネジメント

両者の異同（のポイントとなる考え方）

④教育課程及び評価の第一義的つくり手（専門職）

ICT化、外注化・購入への動きの中で考えたい

おわりに ①学習評価と教育課程
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教育不信への対応を改革介入の口実とし、改革推
進のテコともした

①契約・・・消費者・顧客満足度の向上

例えば、顧客による学校選択制、成果報酬、満足度評価、競

争による教育内容・方法の質向上

②管理・・・主権者・質保証による安心
例えば、行政による学校階層化、人事管理厳格化、制度化
養成・研修の要件強化、学習指導要領による教育内容管理

おわりに ②教育不信への対応戦略
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教育の信頼回復
教育の「信頼回復」・・・信頼とは

（１）「契約」・・・顧客の満足

（２）「管理」・・・主権者の安心

（３）パートナー・・・当事者の喜び・学びあい育ちあい

当事者の人間性回復。

自分の生存と生活を生きる。

★第三の信頼回復の手法 当事者との連携

★第二の信頼回復の手法 主権者との連携

★第一の信頼回復の手法 顧客との連携

おわりに ③教育不信への対応戦略
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おわりに ③子どもを真ん中に、教職員、父母・
住民の連携で学校づくり

○「驚き」や「有用感」のある話し合い組織へ

○子供の育ちに接点のある住民の参加を

○子どもの出番を（発表・発言の場に）

○振り返ったとき、「自分は変わった・成長し

た」と思える（参加者が一番得るもののあ

る）ものに

PTA、学校評議員や学校運営協議会の活性化、組み換え

子どもの頑張り、先生の思い、学校の悩みに触れる

地元で子どもを見守る人、保護司、区長、教職員・・・

子どもと出会い、その声を聞き、眼差しの先を見る・・・

わが学校、わが地域 ・・・
・・・ 視野の広がり、身の置き換え

生活・生存、人間性の回復
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おわりに ④自らの人生を自分のものに
・・・人間性を失わない

○自らが主人公の研修
子どもと教師に共通する「個別最適化」の罠

研修履歴は自分のもの

○ライフヒストリー ・・・履歴・来歴・自己カルテ

自らの教師としての成長の歩みを振り返る。

自らの将来展望を書き記す。仲間と語る。
参考文献： 稲垣忠彦ほか『教師のライフコース』東大出版1988年。

村山英治『大草原の夢』新宿書房、1986年。

山崎準二『教師のライフコース研究』創風社、2002年。

マニュアルは参考にしても、教職の専門職は自
分だけ。ICTは使っても溺れない。
競争的評価や多忙さで「自分」を見失わない。

生活・生存、人間性の回復
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〇ひとりの学びがみんなの学びに、

みんなの学びがひとり一人の学びに

一人でできたよ、みんなと

〇教職の専門職性と専門性

専門職としての処遇・ありようの追求

〇労働者と教育者

労働条件の変更の問題として捉える目

〇自治活動と人格的ふれあい

ＨＲ・学級会、児童会・生徒会、総合学習・・・

おわりに ⑤子どもと教師の学び・育ち


